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１ 条件付一般競争入札（電子入札）手続きの流れ 
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２ 対象工事 

市が発注する建設工事のうち、設計価格が 130 万円以上の工事とします。 

ただし、災害の復旧等特に緊急を要する工事、施工上特殊な専門的技術（特許工法

等を含む。）を必要とする工事その他条件付一般競争入札に適さないと認める工事は、

対象としません。 

 

３ 入札案件の公告 

条件付一般競争入札の案件は、入札の日時や内容等を記載した「公告」によりお知

らせいたします。 

当市の条件付一般競争入札の公告は、原則、毎週木曜日に掲載します。 

条件付一般競争入札は、指名競争入札と異なり、指名通知等を個別に通知すること

はありませんので、入札公告や入札の発注情報を確認してください。 

 

４ 入札参加資格要件 

条件付一般競争入札には、入札公告に示された入札参加資格の要件（条件）を満た

す方が参加することができます。この入札参加資格の主な要件は、以下のとおりです。 

⑴ 一般的要件 

大船渡市の市営建設工事競争入札参加資格者名簿に登録されている者であるこ

とが資格要件となります。また、一般的な資格要件として、以下の要件を満たして

いることが必要です。 

ア 地方自治法施行令第 167 条の４第１項及び第２項各号のいずれかの規定に該

当しない者であること（被補助人、被保佐人又は未成年者であって契約締結のた

めに必要な同意を得ている者を除く。） 。 

イ 建設業法第３条第１項の規定による許可を受けていること。 

ウ 建設業法第 27 条の 23 第２項に規定する経営事項審査（以下「経営事項審査」

という。）の有効期間（経営事項審査の審査基準日から１年７月）を経過してい

ないこと。 

エ 建設業法第 28 条第３項又は第５項の規定により営業の停止（対象工事の入札

の参加又は受注を禁止する内容を含まないものを除く。）を対象工事に対応する

業種について命ぜられた者で、入札参加申請書提出の日から落札決定の日までの

間にその処分の期間が経過していない者でないこと。 

オ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなさ

れている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者でないこと（更生手続又は再生手続開始の決定後、入札

参加資格の再認定を受けている場合を除く。）。 

カ 受注を希望する工事に、入札参加資格確認書類の提出期限の日現在において申

請者と公告に示す期間以上の雇用関係にある者（建設業法に定める経営業務の管

理責任者及び営業所専任技術者を除く。）を主任技術者又は監理技術者として専
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任（公告において専任を求めない場合を除く。）で配置できること。 

キ 入札公告の日から入札の日までの間に、大船渡市から市営建設工事に係る指名

競争入札における指名停止措置要綱（平成 14 年 10 月 25 日告示第 91 号）に基づ

く指名停止を受けていないこと。 

ク 市税に納期到来分の未納がないこと。 

ケ 電子入札対象工事においては、電子証明書を取得し、大船渡市電子入札システ

ム（以下「電子入札システム」という。）により利用者登録を行っている者である

こと。 

コ 役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。 

⑵ 格付要件 

格付は、一部の業種について、品質確保等の観点から、事業者の経営規模、施工

能力等に応じた発注を行うことを目的に行っており、原則として、発注金額に応じ

て参加可能な格付等級（条件）を設定することとしています。 

⑶ 地域要件 

地域要件とは、入札に参加できる方の主たる営業所（本社）の所在地を条件とす

るものです。市内業者の育成の観点も踏まえ、市内業者で施工可能なものについて

は、市内業者に発注することを基本としており、原則として市内における地域要件

（市内に主たる営業所を有すること。）を設定することとしています。 

⑷ 施工実績要件 

過去、同種の工事や業務を受注し、履行していることを入札参加資格の要件とし

て定める場合があります。官公庁、民間実績等の別、対象期間及び履行回数等の詳

細は公告に示します。 

⑸ 技術者資格要件 

一定の条件を満たした有資格者等を、管理者または従事者として配置することを

入札参加資格の要件として定める場合があります。条件等の詳細は公告に示します。 

⑹ その他要件 

前述の要件のほか、入札案件によって特別な事情がある場合は、個別に要件を定

める場合があります。要件は公告に示しますので、ご確認ください。 

 

５ 入札参加申請について 

条件付一般競争入札に参加するためには、入札公告で定められた日までに入札参加

申請を行う必要があります。 

この申請は、条件付一般競争入札参加申請書に必要事項を記入し、電子入札システ

ムで行います。 

当初の資格確認は、登録格付が入札公告で示した要件に合っているかなど、基本的

事項について確認するものです。 



- 4 - 

 

建設業許可や技術者の資格等の確認は、落札候補者についてのみ、事後審査で行い

ます。 

入札参加資格の基本的事項の確認結果について、電子入札システムを通じて通知し

ます。 

なお、入札参加資格がない旨の通知を受け、その理由に不服があるときは、その理

由について説明を求めることができます。ただし、この場合であっても、原則として

入札事務手続は続行します。 

 

６ 設計図書の配布及び質問・回答 

⑴ 設計図書の配布 

設計図書の配布は、入札情報公開サービスからダウンロードすることで、電子デ

ータの設計図書を入手することができます。 

⑵ 設計図書の配布期間 

設計図書の配布期間は公告に掲載します。 

⑶ 工事内容質問書の受付期間 

質問の受付期間は公告に掲載します。 

⑷ 工事内容質問書の回答期間 

質問の回答期間は公告に掲載します。 

⑸ 工事内容質問回答表の閲覧場所および閲覧期間 

回答は入札情報公開サービスに掲載し、閲覧期間は回答日から開札日の前日まで

とします。 

 

７ 入札について 

入札は、入札公告で示された日時（１日間で午前８時 30 分から午後５時 15 分ま

で）に電子入札システムで行ってください。一度、入札した入札書は、書換えや撤回

はできませんので、注意して操作してください。 

また、入札書と一緒に工事費内訳書を必ず添付してください。一度提出した工事費

内訳書の差替えは認められませんので注意してください。 

 

８ 工事費内訳書について 

工事費内訳書は、ホームページ上で配付する専用ファイルをダウンロードし、必要

事項を記載したものを使用してください。 

また、工事費内訳書は、商号・名称、工事名、工事場所、金額等を十分確認してか

ら添付してください。別の工事の内訳書を添付したり、記載内容が不備な場合は、入

札が無効となります。 

なお、工事費内訳書と入札額が一致しない場合は、落札候補者となった場合の事後

審査において無効となります。 
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９ 入札の無効 

次のいずれかに該当するときは無効となりますので、事前に十分ご確認のうえ、入

札書を提出してください。なお、一度提出した入札書は差戻し（差替え）できません。 

⑴ 民法（明治 29 年法律第 89 号）第 90 条（公序良俗違反）、第 93 条（心裡留保）、

第 94 条（虚偽表示）又は第 95 条（錯誤）に該当する入札 

⑵ 明らかに連合その他の不正な行為によってされたと認められる入札 

⑶ 同一工事の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入

札 

⑷ 電子入札において、開札時まで有効なＩＣカードを有しない者のした入札 

⑸ 電子入札において、入札書に工事費内訳書の添付がない入札 

⑹ 電子入札において、入札執行機関の承諾を得ずに又は指示によらずに紙入札をし

た入札 

⑺ 同一案件において、電子入札と紙入札を二重にした入札 

⑻ 電子入札において、入札参加者又は第三者によるかを問わず、不正な手段により

改ざんされた事項を含む入札 

⑼ 一定の資本関係又は人的関係のある複数の者のした入札 

 ⑽ その他入札に関する条件に違反した入札 

 

10 入札不参加の取扱いについて 

入札参加申請を行い入札参加資格の基本事項の確認を受けた場合において、その後、

技術者を配置できなくなるなど、やむを得ない理由で入札に参加できなくなった場合

は、入札に参加する必要はありません。 

この場合、電子入札システム上での処理（入札日の辞退手続の操作）は、不要です。 

入札に参加しなかったことに関し、指名停止などのペナルティを課したり、以後の

入札等において不利益な取扱いをすることは一切ありません。なお、開札後、入札に

参加しなかった理由についてお伺いする場合があります。 

 

11 最低制限価格制度について 

予め設定された最低制限価格を下回った入札者は失格とし、予定価格の制限の範囲

内の価格で最低制限価格以上の価格のうち最低価格の入札者を落札者とするもので

す。 

 

12 低入札価格調査制度について 

調査基準価格を下回る応札者があった場合に、契約の内容に適合した履行がなされ

るか等について審査を行います。 

⑴ 調査基準価格 

調査基準価格は、低入札であるか否かの判断基準となります。この価格を下回っ

た場合については、低入札価格調査の対象となります。 
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⑵ 失格基準価格による判定 

入札価格が調査基準価格を下回った場合には、失格基準価格と入札価格を比較し、

失格基準価格を下回った価格で入札した者は、失格になります。 

 

13 開札（落札候補者の決定） 

開札により予定価格の範囲内で最低制限価格以上の価格で入札した者をのうち、最

低価格で入札した者を落札候補者に決定します。 

 

14 入札参加資格確認（事後審査方式）について 

入札参加資格の確認は、入札後に落札候補者に対してのみ行います。 

具体的には、入札公告に示された開札日に開札（この開札は電子入札システムで行

いますので、入札執行機関に出向く必要はありません。）を行い、入札執行機関は、

電子入札システムで入札参加者に入札参加資格を行うため落札決定を保留する旨通

知します 。 

落札候補者は、入札公告で指定された書類や添付を求められている資料を、指定さ

れた日時（通知を受けた日を含めて３日以内 （市の休日に関する条例に規定する市

の休日（以下「休日」という。）を除く。））に持参のうえ提出してください。なお、調

査基準価格に満たない価格の入札者が落札候補者となった場合は、落札候補者への入

札参加資格確認書類持参の依頼は、電子入札システムでは行わず別途ＦＡＸにより通

知します。 

この書類で入札参加資格を確認し、入札参加資格を満たしている入札者が落札者と

なります。入札参加資格を満たしていない場合は、次順位の入札者を審査します。な

お、入札参加資格の確認は、原則として書類が提出された日から３日以内（休日を除

く。）に行うこととしています。 

⑴ 事後審査時に必要な資料 

ア 条件付一般競争入札参加資格確認申請書（様式４号） 

イ 最新の建設業許可書の写し 

ウ 最新の経営事項審査の総合評定値通知書の写し 

エ 入札日以降に発行された市税納税証明書 

オ 主任技術者又は監理技術者等の資格証等の写し及び保険証の写し 

カ その他入札参加 資格の確認のため必要な書類 

これらの資料を提出できない場合は、「入札参加資格なし（入札無効）」になり、

落札者とはなりません。 

⑵ 次点者の扱いについて 

落札候補者に入札参加資格がないと認めたときは、当該落札候補者の入札価格の

次に低い価格をもって入札した者を落札候補者とみなして、入札参加資格の有無の

確認を行います。この規定による方法を落札者が決定するまで繰り返します。 

⑶ 資格要件不適格の通知について 
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事後審査の結果、入札参加資格がないことを確認した場合には、速やかに条件付

一般競争入札参加資格要件不適格通知書（様式第５号）により、理由を記載して通

知します。 

なお、この通知に不服があるときは、その理由について説明を求めることができ

ます。ただし、この場合であっても、原則として入札事務手続は続行します。 

 

15 電子くじについて 

同じ価格をもって入札した落札候補者が２者以上あるときは、電子入札システムに

装備されている電子くじにより入札参加資格の事後審査の順位を決定します。 

入札執行機関では、開札後に上記のような場合、電子くじにより自動的に事後審査

の順位を決定し、事後審査により入札参加資格を有することが確認されればその入札

者を落札者とします。 

なお、電子入札に参加する入札参加者は、くじ番号として入札書提出画面から任意

の３桁の数字を入力します（３桁の数字を入力しないと入札書は提出できません。） 。 

 

16 落札者の通知 

落札者を決定したときは、電子入札システムにより、直ちにその旨を当該入札参加

者に通知します。 

 

17 契約前書類の提出 

落札者は、「課税事業者届出書」又は「免税事業者届出書」及び「契約の保証に係

る届出書」を契約検査室に提出（持参）してください。 

契約保証は、契約金額の 100 分の 10 以上の契約保証金又は契約保証金に代わる担

保を納付し、又は提供しなければなりません。 

  

18 契約締結 

落札者は、契約担当者から交付された契約書に記名押印し、落札決定の日から７日

以内に、これを契約担当者に提出しなければなりません。 

 

19 入札結果の公表 

対象工事の入札結果は、公開システムに掲載します。なお、入札結果の公表までの

間は、入札の経緯、結果の問合わせには、一切応じません。 

 

 


